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背景及び趣旨 

生活習慣病は、内臓脂肪の蓄積が関与していると言われています。このため、メタボリックシ

ンドロームの概念に着目した生活習慣病予防対策が有効とされ、健診や保健指導を受けて生活習

慣を改善し予防につなげようと平成 20年度から特定健診・特定保健指導が始まりました。 

しかし、こうした事業がもつ当初の目的を達成するためには、現場で取り組むべき課題も多く

残されています。 

厚生労働省は、平成 24年度が特定健康診査及び特定保健指導第一期の最終年度であり、今後の

展開の鍵を握るものは何であるのかを掴むため、健診・保健指導の検討会を実施し、第二期に向

けた事業実施のあり方などを検討してきました。 

また、平成 23年 10月の健康日本 21最終評価においても報告されたように、メタボリックシン

ドロームを認知している国民の割合の増加や 80 歳で 20 歯以上の自分自身の歯を有する人の増加

等がある一方で、糖尿病有病者・予備群の増加、20 歳代から 60 歳代の男性における肥満者の増

加、野菜摂取量の不足、日常生活における歩数の減少といった内容の健康状態及び生活習慣の改

善が認められないことも事実であり、今後、国民運動としての生活習慣病予防対策の必要性が求

められています。 

 本計画は、その第二期（平成 25 年度から平成 29 年度）における当健康保険組合の特定健康診

査及び特定保健指導の実施方法等に関する基本的事項について定めるものです。 

 

 

当健保組合の現状 

 当健保組合は、昭和 24年 4月、首都東京の海の玄関となる東京港において船内及び沿岸荷役を

主体とする業界の事業所を中心として発足し、現在では、航空貨物の取扱い、通関業、仲立業等

の事業所も加入が認められ、全国の港に隣接する一般港湾運送事業及び港湾荷役作業を主体とす

る事業所、港における筏運送事業、検数、検量、鑑定及び船舶用品販売業の事業所、海運仲立業

及び海運貨物や航空貨物等の複合輸送事業（保管・輸送・梱包等の取扱い）を主たる業とする事

業所、また、それらの事業に附帯関連する業務を行う法人・団体等が加入している総合型の健保

組合である。 

 平成 25年 3月末の事業所数は 249社で全国 14都道府県に所在するが、その 94％である 234社

が関東地区にあり、地方は、東北地区 5 社、関西地区 4 社、山陰地区 1 社、九州地区 5 社となっ

ている。ただし、支店や営業所等が全国に点在している企業もあるため、関東地区に在勤してい

る被保険者及び被扶養者は 75％、関西地区が 8.2％、東北地区が 5％、九州地区が 5％、それ以外

は 6.8％である。 

 加入事業者は、零細・中小事業者が多く、被保険者 20人以下の事業所が 97社で全体の 39％を

占めている。１事業所あたりの平均被保険者数は、約 78人。 

 当健保組合に加入している被保険者は、平成 25年 2月末の平均年齢が 42.81歳で、男性が全体

の 84.4％を占める。 

 健康診断については、定期健康診断（Ａ健診・Ｂ健診）、生活習慣病予防健診、人間ドックを健

診種別として設定し、東京都と近隣の県在住の者は、当組合のメディカル・インスペクションセ

ンターの巡回健診を中心に、巡回健診ができない事業所の被保険者等は、健診委託契約を締結し

ている医療機関（約 109機関）を活用して受診している。なお、遠隔地の地方在住者については、
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委託先の料金を基準にして補助金で対応している。また、被扶養者の健診については、一般社団

法人東京都総合組合保健施設振興協会が年 2 回（春季・秋季）実施する婦人生活習慣病予防健診

を勧めている。 

 平成 23 年度の健診実施者数は、被保険者が 15,204 人で 3 月末被保険者数の 80.83％、被扶養

者が 1,464人で 20歳以上 70歳未満の被扶養者数の 16.36％である。合計では 16,668人で対象者

数に対する割合でみると 60.04％となっている。 

内訳として、被保険者については、巡回健診の受診者が 3,831 人、健保会館内にあるメディカ

ル・インスペクションセンター内の受診者が 2,450 人、委託医療機関等での受診者が 7,407 人及

び遠隔地の受診者の補助金対応で 1,516 人である。被扶養者については、健保会館内にあるメデ

ィカル・インスペクションセンター内の受診者が 36人、委託医療機関等での受診者が 1,375人及

び遠隔地の受診者の補助金対応で 53人である。 

さらに平成 23 年度における実績報告の対象となった 40 歳以上の特定健康診査の対象者数を見

てみると、被保険者 10,266人、被扶養者 4,775人であり、その内、受診した者の数は、被保険者

7,529人 73.33％、被扶養者 1,128人 23.62％で、合計すると 8,657人 57.56％となっている。 

また、特定保健指導については、特定健康診査を受診した者の評価対象者 8,853 人の内、特定

保健指導の積極的支援の対象となった者は 1,584 人 17.9％、動機付け支援の対象となった者は、

707 人 8.0％となるが、その中でも特定保健指導を利用した者は 50 名、終了した者は、積極的支

援と動機付け支援を合算しても 27名で、実施率は 1.2％に止まっている。 

平成24年度の特定健康診査の実施に係る目標を、被保険者82.0％、被扶養者43.0％、合計70.2％

特定保健指導の実施に係る目標を、45.4％と定め、特定健康診査及び特定保健指導を呼び掛けて

きたが、結果として、平成 24 年度末において国から示された参酌標準 70.0％と 45.0％に到達で

きない状況にある。 

 

 

 

当健保組合の第二期の実施率の目標設定について 

実施率については、国の参酌水準は理解するものの、第一期における当組合の実績が計画とは

大きくかけ離れ、実態が伴わない結果であることを踏まえ、平成 23年度の実績に基づく目標を設

定して実施することとしたい。 
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特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

 

1 特定健康診査等の基本的考え方 

日本内科学会等内科系 8学会が合同で、メタボリックシンドロームの疾患概念と診断基準を示

した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、発症した後

でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能であるという考え方

を基本としている。 

メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等が様々

な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生活習慣の改善

に向けての明確な動機付けができるようになる。 

 

 

2 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

今後も引き続き市町村国保の行う健康診査を受診している被扶養者の数を調査し、そのデータ

を受領するとともに、今後は当健保組合が主体となって特定健診を行いそのデータを管理する。 

 

 

3 事業主等が行う健康診断との関係 

従来から事業主が行う労働安全衛生法に基づく定期健康診断を代行していたことから、当健保

組合が主体となって行うこととするが、事業主が健診を実施した場合は、そのデータを事業主か

ら受領する。また、健診費用は、健保組合が疾病予防事業の一環として行う部分についての金額

を補助金として設定し、健診料金からその金額を差引いた残金を事業主または被保険者個人が負

担する。 

 

 

4 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。そのた

めの保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えることができるよう

に支援することにある。 
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Ⅰ 達成目標 

 

1 特定健康診査の実施に係る目標 

平成 29年度における特定健康診査の実施率を 85.0％とする。 

この目標を達成するために、平成 25年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率                                （％）   

  25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 国の参酌標準 

被保険者 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 ― 

被扶養者 24.5 35.0 52.0 68.3 85.0 ― 

被保険者＋被扶養者 59.0 64.0 71.0 78.0 85.0 85.0 

 

2 特定保健指導の実施に係る目標 

平成 29年度における特定保健指導の実施率 30.0％とする。 

この目標を達成するために、平成 25年度以降の実施率（目標）を以下のように定める。 

目標実施率                                （人） 

（被保険者＋被扶養者） 

 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 国の参酌標準 

40歳以上対象者（人） 15,045 15.065 15,085 15,105 15,125 ― 

特定保健指導対象者数

（推計） 
1,070 1,090 1,110 1,130 1,150 ― 

実施率（％） 16.0 19.0 22.5 26.5 30.0 30.0％ 

実施者数 170 207 250 300 345 ― 

 

3 特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

平成 29年度において、平成 25年度と比較したメタボリックシンドロームの該当者及び予備群

の減少率を 25％以上とする。 

 

 

 

 

Ⅱ 特定健康診査等の対象者数 

1 対象者数 

（1）特定健康診査 

① 被保険者                                （人） 

  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

40 歳以上対象者 10,270 10,280 10,290 10,300 10,310 

目標実施率（％） 75.0 77.5 80.0 82.5 85.0 

目標実施者数 7,703 7,967 8,232 8,498 8,764 
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② 被扶養者                                （人） 

  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

40 歳以上対象者 4,775 4,785 4,795 4,805 4,815 

目標実施率（％） 24.5 35.0 52.0 68.3 85.0 

目標実施者数 1,173 1,675 2,478 3,284 4,092 

 

③ 被保険者＋被扶養者                           （人） 

  25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

40 歳以上対象者 15,045 15,065 15,085 15,105 15,125 

目標実施率（％） 59.0 64.0 71.0 78.0 85.0 

目標実施者数 8.876 9,642 10,710 11,782 12,856 

 

（2）特定保健指導の対象者数 

① 被保険者＋被扶養者                           （人） 

  20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

40歳以上対象者 2,290 2,335 2,377 2,420 2,463 

動機付け支援対象者 ① 630 642 654 666 678 

実施率（％）    ａ 11.1 15.5 18.3 21.0 23.6 

実施者数      ｱ 70 100 120 140 160 

積極的支援対象者  ② 440 448 456 464 472 

実施率（％）    b 22.7 23.9 28.5 34.5 39.2 

実施者数      ｲ 100 107 130 160 185 

保健指導対象者計 ①+② 1,070 1,090 1,110 1,130 1,150 

実施率（％）  ※転記 ｃ 16.0 19.0 22.5 26.5 30.0 

実施者数     ｱ+ｲ 170 207 250 300 345 

※保健指導実施者数は、動機付け支援実施者数と積極的支援実施者数の合計数 

※実施率は、実施者数÷支援対象者数。 

 

 

 

Ⅲ 特定健康診査等の実施方法 

（1）実施場所 

  ア.特定健康診査 

① 定期健康診断（Ａ健診・Ｂ健診）、生活習慣病予防健診、人間ドックを健診種別として

設定し、東京都及び東京都近隣の県在住者は、当組合のメディカル・インスペクション

センターの巡回健診を中心に、巡回健診ができない事業所の被保険者等は、健診委託契

約を締結している医療機関が約 109機関を活用して受診する。 

② 被扶養者の健診については、一般社団法人東京都総合組合保健施設振興協会が年 2 回

（春季・秋季）実施する婦人生活習慣病予防健診を奨励する。 
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イ.特定保健指導 

東京都及び東京都近隣の者について、当組合のメディカル・インスペクションセンターに

来所して初回面談を行う。その際、以後の継続支援内容についての説明と目標設定を実施し

た上で、電話及び紙による支援により実施する。 

 

（2）実施項目 

  当組合の委託医療機関利用規程及び定期健康診断等補助金支給規程に規定された健診項目及

び健診の範囲とする。なお、特定健康診査の実施項目は、標準的な健診・保健指導プログラム

第 2編第 2章に記載されているものとする。 

 

（3）実施時期 

  実施時期は、通年とする。 

 

（4）委託の有無 

ア. 特定健診 

     被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合は、健診委託契約を締結している医療機関が約 109

機関を活用して受診奨励する。 

イ. 特定保健指導 

     被保険者・被扶養者が遠隔地にいる場合は、標準的な健診・保健指導プログラム第 3編第

6章の考え方に基づき、当組合のメディカル・インスペクションセンターでの受診が可能で

あれば利用していただく。 

 

（5）受診方法 

  受診する場合は、原則として、希望する健診について医療機関に予約をした上で、当組合が

発行する「健康診断利用券」の交付を受けるものとする。 

受診当日は、医療機関等に「健康診断利用券」を「カード型保険証」とともに提出して受診

する。 

  健診にかかる受診者負担金は、委託医療機関毎の契約書にある健診料金から健保組合負担額

（健診料金に係る消費税は受診者負担とする。）を控除した額とする。 

 

（6）周知・案内方法 

  その都度、事業主宛に案内文書を通知するとともに、機関紙等への掲載とホームページを活

用して周知する。 

 

（7）健診データの受領方法 

  健診のデータは、契約委託医療機関から直接、電子媒体（ＦＤ・ＣＤ）等で随時受領する。 

また、特定保健指導における外部委託先機関についても同様に、電子媒体（ＦＤ・ＣＤ）等

で受領するものとする。 

なお、保管年数は当健保組合が実施した分も含め 5年とする。 
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（8）特定保健指導対象者の選出の方法 

  特定保健指導の対象者については、被保険者から優先して選出するが、加入事業所の業務の

特性上、標準的な健診・保健指導プログラム第 3編第 6章の考え方に基づいて実施できない状

況も考えられるので、その都度、事業所健診担当者または被保険者本人とも相談し選出する事

とする。 

 

 

Ⅳ 個人情報の保護 

1. 当健保組合の職員は、東京港健康保険組合「個人情報保護管理規程」「個人情報保護の運用

管理規程」「個人情報保護管理マニュアル」を遵守するとともに、業務上知り得た個人情報を

外部に漏らしてはならない。 

 2. 委託契約による特定健康診査・特定保健指導の実施医療機関は、業務上知り得た個人情報

を外部に漏らしてはならない。 

 3. 当健保組合のデータ管理者は、常務理事とする。また健診結果データ等の利用者は当組合

の業務を分掌する健康管理課職員に限る。 

 4. 外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

 

Ⅴ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

 本計画の周知は、組合ホームページに掲載するとともに、必要に応じて機関誌等にも掲載する。 

 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し 

 本計画については、平成 28年度に 3年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合、その他

必要がある場合には見直すこととする。 

 

 

Ⅶ その他 

 当健保組合に所属する特定健康診査・特定保健指導等の業務を分掌する健康管理課職員につい

ては、随時、特定健診・特定保健指導実施に関する研修会や講習会に参加させる。 

 

 


